
１．事務事業の種類

２．事務事業の概要

事務事業評価シート 評価年度 平成30年度 対象事業年度 平成29年度

 所属・
 担当者氏名

市民部　危機管理室　生活安全課　　　稲岡　勇希
評価責任者
（担当課長）

生活安全課長　松田　健嗣

 ① 事務事業の名称 放置自転車等保管事業  ② 整理番号 04020102-004

 ③ 第４次総合計
     画の施策の体
     系

章 安心・安全の美しいまちづくり

節 安全な市民生活の実現

項 交通安全対策の推進

号 駐輪・駐車対策の推進

 ④ 関連する個別計画 なし  ⑥ 事務の種類 自治事務

 ⑤ 根拠法令・条例等 大和高田市自転車等の安全利用に関する条例及び同施行規則

　① 目的
  （何のために）

自転車等の安全利用及び放置防止を図ることにより、市民の良好な生活環境を確保し、町の美観
を維持するとともに、市民生活の安全を保持するため。

　 ② 対象
  （誰・何を対象として）

自転車等放置禁止区域に放置された自転車・原動機付自転車

　 ③ 手段
  （どのようなやり方で）

駐輪監視員により放置自転車の警告・撤去を行い、９：００～１６：００まで保管所にて返還を行って
いる。自転車の返還において、移動費２，０００円、保管費は移動日から１４日以内は無料。ただ
し、無料期間を経過した日以降は、大和高田市の休日を定める条例第１条第１項各号に掲げる市
の休日を除き１日当たり５０円を徴取する。総額は、１，０００円を限度として徴収している。

 　④ 成果
  （どのような効果を得ようと
   しているのか）

・自転車等の安全利用及び放置防止
・市民の良好な生活環境の確保
・町の美観を維持
・市民生活の安全の維持

３．投入された年間総事業費及び人件費の推移 ※概算人件費は「人件費計算シート」による (単位：千円,人)

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

 ① 直接事業費 2,409 0 3,157 3,093 (予算) 3,048

 ② 概算人件費 (0.65) 2,745 (0.65) 2,745 (1.48) 3,576 (1.98) 4,400

 一般職員 (職員数) (0.23) 1,678 (0.23) 1,680 (0.15) 1,038 (0.15) 1,028

 嘱託職員 (職員数) (0.42) 1,067 (0.42) 1,065 (0.33) 858 (0.33) 852

 臨時職員 (職員数) (1.00) 1,680 (1.50) 2,520

 ③ 合　計 (① + ②) 5,154 2,745 6,733 7,493
 ④ 特定財源
(国･県支出金､市債など)

 ⑤ 一般財源 (③ - ④) 5,154 2,745 6,733 7,493



① 日 日 日 日

② 台 台 台 台

③ 台 台 台 台

① 台 台 台 台

②

① 円 円 円 円

②

５．項目別評価

□　人件費の重点化□　予算の重点化 □　事業の縮小 □事業の統合 □実施内容の変更 □　その他

７．２次評価

平成28年度 平成29年度

365 366 365

４．評価指標

種類 指　　標　　名 指標の算出方法等
実　　績　　値

平成26年度 平成27年度

成果
指標

365

保管台数 自転車+ミニバイク 1,122 785 552 353

保管日数

効率
指標

保管１台当たりのコスト
直接事業費÷年間延べ保管
台数 2,261.9 0.0 5,719.2

条例に基づき、自転車等の安全利用及び放置防止を図っており、市
民の良好な生活環境を確保し、町の美観を維持するとともに、市民生
活の安全を保持することを目指しており妥当である。

8,762

放置禁止区域の自転車等を移動し、保管しており、町の美観が確保
されるとともに市民の規範意識の向上に繋がっている。

　③効率性
   （コスト･受益者負担は適切ですか、
   不適切な場合改善の余地はありま
　 すか）

Ａ
駐輪監視員が保管所へ勤めているため、９：００～１６：００までの時間
帯は駐輪監視員が返還業務を実施し、運営している。職員が返還作
業をする手間を省くことができたため妥当である。

評 価 の 視 点
3段階
評 価

評 価 の 根 拠

　①妥当性
   （目的及び市の関与は妥当ですか）

Ａ

活動
指標

年度末保管台数 自転車+ミニバイク 276 159

６．今後の方向性 Ａ 現状のまま継続、Ｂ 見直し（重点化、縮小､統合など）のうえ継続、Ｃ 休止、Ｄ 完了・廃止

　②有効性
   （成果は向上していますか、向上して
   いない場合向上のために改善の余地
   はありますか）

Ａ

81 116

Ａ 現状のまま継続、Ｂ 見直し（重点化、縮小､統合など）のうえ継続、Ｃ 休止、Ｄ 完了・廃止

判　定 具体的な改善内容・改善計画（「Ｂ 見直しのうえ継続」の場合に限る。）

判　定 具体的な改善・見直しの内容（「Ｂ 見直しのうえ継続」 の場合に限る。）

Ａ

0.61.31.72.3１日平均返還台数
（保管台数-年度末保管台数）
÷保管日数


